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生物多様性分野におけるエビデンスに基づく政策評価
の確立に向けて

豆野皓太・久保雄広・庄子 康

1　はじめに

　限られた資源を効率的に利用するためには，エ
ビデンス（科学的根拠）に基づいた政策・施策の
評価が不可欠である（Sutherland et al., 2004）．近
年，エビデンスを重視した定量的な政策・施策の
評価は，英国や米国をはじめとした世界各地で実
施されている．政策・施策の介入効果を明らかに
するためには，理想的には同一の個人や集団にお
いて，政策・施策が介入しなかった状況と政策・
施策が介入した状況を比較する必要がある．しか
し，政策・施策が介入した集団で政策・施策が介
入しなかった状況（Counterfactual）を観測する
ことは事実上不可能である．そこで，統計的手法
を用いて Counterfactualと類似した観測値を推定
することで，介入した政策・施策の純粋な因果効
果の解明する手法が，主に疫学や経済学の分野で
発展してきた．このような政策・施策の介入効果
を推定する手法は，「インパクト評価（Impact 

evaluation）」と呼ばれ，近年様々な分野に応用さ
れている．しかし，生態系や生物多様性を対象と

する保全分野においては，依然としてインパクト
評価を用いたエビデンスを重視した定量的な政
策・施策の評価は浸透していないことが指摘され
ている（Baylis et al., 2016; Fisher et al., 2014）．
　本稿では，最初にインパクト評価を用いた政策・
施策の評価に関して学術的な知見の蓄積がある農
業環境分野において関連研究を整理し，報告する．
それらと比較する形で，生態系や生物多様性を対
象とした保全政策・施策の評価にインパクト評価
をどのように適用できるのか，また適用する際の
課題についてまとめる．田辺（2014）や中谷（2016）
は，評価デザインや分析方法によってインパクト
評価を 6つに分類しているが，本稿ではエビデン
スレベル（結果の客観性）が比較的高いとされる
ランダム化比較実験（RCT）と疑似実験デザイン
に焦点を当てて議論を展開する（表 1）．

2　�インパクト評価を適用した農業環境分野にお
ける政策・施策の評価

　里地里山に代表される農村環境は，定期的に人
間の手が加えられることで維持されてきた

表 1　本稿で扱うインパクト評価とその概要

手法名 客観性 概要

ランダム化比較実験
（RCT）

高い 介入前に，対象を介入群と対照群に無作為に割付ける．介入前後の両者の変化を比較し，
介入効果を推定する方法

疑似実験デザイン

　　回帰分断デザイン
　　（RDD）

　　マッチング

　　差分の差推定法
　　（DiD） 低い

連続変数（年齢など）の値が特定のカットオフ値によって介入群に割り付けられるか，対
照群に割り付けられるかが決まっている事象を利用することで，介入効果を推定する方法

介入群を決定した後で，可能な限り介入群に近い対照群を選定した上で，両者の差を比較
し，介入効果を推定する方法

介入群と対照群において，介入前後での評価項目の変化量を比較し，介入効果を推定する
方法

出典：田辺（2014）や中谷（2016）を参考に，筆者が作成．
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（Bliege Bird and Nimmo, 2018）．しかしながら，
産業構造や自然資源の利用形態の変化は，里地里
山における生物多様性の減少を引き起こし（Uchi-

da and Ushimaru, 2015），農村環境が人間社会に
提供する利益，つまりは多面的機能を劣化させて
きた．農村環境の多面的機能の多くは，排除性や
競合性に乏しく市場において評価されない．その
ため，農業従事者の関心から外れてしまい市場の
失敗を引き起こしてしまう．社会的効率性を達成
するためには，農村環境やその多面的機能を維持
するためのコストを内部化するような政府の介入
が必要である（Dobbs and Pretty, 2008）．そのため，
我が国では様々な政策・施策が導入されており，
その 1つが日本型直接支払制度である（表 2）．
これらの日本型直接支払制度について，農業経済
学分野を中心にインパクト評価を適用した政策・
施策の評価に関する研究が進んでいる．
　経済的インセンティブの付与を主とした農業環
境分野における政策・施策の評価では，倫理的側
面への配慮から，最もエビデンスレベルの高いと
される RCTによる政策・施策の評価はこれまで
行われていない．このような状況において，バイ
アスを排除した純粋な日本型直接支払制度の介入
効果を評価するために疑似実験デザインによる政
策・施策の評価が行われてきた．疑似実験デザイ
ンとして主に用いられている手法としては，傾向
スコアマッチング法（PSM）や差分の差推定法
（DiD）などがある．PSMは，評価項目と原因項
目に影響を及ぼしうる複数の交絡因子を基に計算
される傾向スコアを用いて，対照群から介入群と
よく似たサンプルをマッチさせる方法である．

PSMでは，セレクションバイアスをはじめとす
る介入群と対照群間に生じているバイアスを取り
除くことができる．また，DiDは平行トレンド仮
説と共通ショック仮説を満たした1）上で，介入群
と対照群の介入前後のデータを用いて，両者の変
化量を比較する方法である．DiDでは，自然経過
トレンドの効果を排除した上で介入効果を評価す
ることができる．たとえば，小宮山・伊藤（2017）
は，任意の参加プログラムである農地・水・環境
向上対策（日本型直接支払制度の前身の制度）に
PSMを適用し，農地・水・環境向上対策が農村
資源の保全活動に及ぼす影響を評価している．結
果として，農地・水・環境向上対策は，農村資源
の保全活動を統計的有意に上昇させていた．また，
高山・中谷（2011）や Takayama et al. （2019）では，
高齢化の進行による影響などの自然経過トレンド
の影響を内包しうる耕作放棄地の増減に対する中
山間地域等直接支払交付金の影響評価に DiDを
適用している．結果として，中山間地域等直接支
払交付金は，耕作放棄率を 0.6％から 0.8％ポイン
ト減少させていた．さらに，PSMでは排除でき
ない自然経過トレンドの影響の排除や DiDを行
うにあたり必要な 2つの仮定（平行トレンド仮説
と共通ショック仮説）の緩和のために，施策前後
での評価項目の変化量に PSMを適用する傾向ス
コア差分の差推定法（PSM-DiD）を適用してい
る研究も存在する．高山・中谷（2014）や中谷
（2016）では農地・水・環境向上対策に PSM-

DiDを適用した評価を行っている．
　このようにインパクト評価では，介入群と対照
群が元々持っている差や社会的風潮の変化などの

表 2　農村環境とその多面的機能維持に資する日本型直接支払制度の概要

名称 概要 例 予算＊

多面的機能支払
（旧農地・水・環境向上対策）

多面的機能を支える共同活動を支援
・草刈り
・水路の泥上

484億円
地域資源の質的向上を図る共同活動を支援

・魚道の設置
・生き物調査

環境保全型農業直接支払
（旧農地・水・環境向上対策）

自然環境の保全に資する農業生産活動の実施に伴う追加
コストを支援

・有機農業
・堆肥の施用

25億円

中山間地域等直接支払 中山間地域等において，農業生産条件の不利を補正 ・遊休地の管理 263億円

注：＊2018年度の予算概算決定額．
出典：農林水産省（2019）を参考に，筆者が作成．
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バイアスを排除した純粋な政策・施策の介入効果
を評価できる．そのため，研究としての政策・施
策の評価に留まらず，農林水産省が実施する政府
による実際の政策・施策の評価においても，イン
パクト評価が活用されはじめている．

3　�インパクト評価の生態系や生物多様性保全政
策の評価への適用

　農業環境分野の政策・施策の評価において導入
が進められているインパクト評価であるが，保全
分野においても同様に適用することが可能であ
る．例として，生態系や生物多様性の保全におい
て重要である市民に対する普及啓発事業などの評
価が挙げられる（e.g., Rudolf et al., 2018）．たと
えば，コウノトリ米やトキ米など野生生物に配慮
した農法への認証が生物多様性の保全意識に及ぼ
す影響を評価する場合には，認証されている地域
とされていない地域において PSMや PSM-DiD

を適用することで評価できる．さらに，普及啓発
などの政策・施策の評価の場合では，ランダムに
普及啓発の方法や内容を変えて市民認識への影響
の差をみるなど，RCTの活用も可能である（e.g., 

Kubo et al., 2018）．
　一方で，評価項目に生物種の多さなど，生態系
や生物多様性に関わる指標を用いる場合には，保
全分野に特有の注意すべき点が存在する．本稿で
は，Baylis et al. （2016）が指摘している保全分野
においてインパクト評価を適用する際の課題を基
に，注意すべき点を以下の 3点に整理した．
①評価するスケールごとに異なる多様な評価項目
　生態系や生物多様性を対象として保全政策・施
策を評価する際には，どのようなスケールで評価
を行うのかによって評価項目が異なることが多
い．前述の中山間地域等直接支払交付金の評価で
は，どのスケールにおいても耕作放棄地面積が評
価項目として妥当だと考えられる．一方で，生態
系や生物多様性を対象とした保全政策・施策の評
価では，たとえば，遺伝子の多様性，種の多様性，
生態系の多様性など，どのスケールで生物多様性
を評価するのが妥当であるか生態学的知識が求め
られる．

②評価項目や原因項目の空間的波及効果の存在
　空間的波及効果，つまりはある場所の項目が隣
接部の項目に対して及ぼす影響を考慮すること
は，インパクト評価の適用に重要であるカットオ
フ値や介入群，対照群の割付に影響を与えるため
注意を有する．前述の日本型直接支払制度の評価
では，ある集落や個人が交付金を受け取っている
か否かを明確に分けることができるため，各群へ
の割付が容易である．しかし，生態系や生物多様
性を対象として保全政策・施策を評価する際には，
隣接部への影響を無視することが出来ないため明
確なカットオフ値が存在せず，各群への割付が困
難な場合がある．
③評価項目や原因因子の複雑な関係性
　保全分野においては，評価項目や原因項目が非
常に複雑に関わり合い，さらに未解明な関係性も
多いため，交絡因子などへの対応がより難しい．
たとえば，リトルバリア島での海鳥の保全を目的
としたネコの駆除事業では，ネコを駆除すること
で更に海鳥が減ってしまう結果となった．後にこ
の結果はネコの駆除によるネズミの増加に起因す
ることが示されたが，解明するまでに約 20年ほ
ど要している（Rayner et al., 2007）．
　これらの課題や注意すべき点に対応するために
は，評価する政策・施策の目的，さらに生態学を
はじめとする自然科学の分野において積み上げら
れてきた知見を考慮する必要がある．また，注意
すべき点の 3つ目（評価項目や原因因子の複雑な
関係性）に関しては，計量経済学で培われた知見
を用いることで，ある程度対応することができる
と考えられる．たとえば，原因項目のみに影響す
る変数を用いて因果効果を測定する操作変数法を
適用することで，未知の交絡因子に対応すること
ができる（e.g., Takayama et al., 2019）．さらに，
DiDを用いることで，介入群と対照群に共通する
交絡因子や時間によって変化しない交絡因子を取
り除くことができる．このように，生態系や生物
多様性を対象とした保全政策・施策の評価の推進
には，経済学や生態学をはじめとする様々な分野
との協働による学際的な研究が必要となるだろう．
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4　まとめ

　農業環境分野の政策・施策の評価で挙げたよう
に，政策・施策の評価にインパクト評価を適用す
ることは，保全分野におけるエビデンスに基づく
政策・施策の評価や立案の推進に大きく貢献する
と考えられる．一方，インパクト評価の適用には
保全分野特有の課題や注意点も存在する．このよ
うな状況において，生態学をはじめとする様々な
分野との協働の試みが必須になることは間違いな
い．インパクト評価を適用した保全政策・施策の
評価は，政府全体で推進している EBPM （Evi-

dence Based Policy Making）に貢献するだけでな
く，限られた財政的，人的資源を効率的に利用し，
生態系や生物多様性の保全をより効果的に推進す
ることが期待される．

注
1）　平行トレンド仮説とは，もし仮に政策介入が行
われなかったとした場合，評価項目は介入群と対照群
において平行したトレンドを描くという仮定である．
つまり，対照群が，介入群の Counterfactualとして適切
であることの仮定である．また，共通ショック仮定は，
介入前の観測値と，介入後の観測値との間に，評価項
目に影響を与える別の介入が起きていない，もしくは
起きている場合，両群に対して同じように作用してい
るという仮定である．
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農業者・消費者を対象としたフィールド実験の動向 
―持続可能な農業に向けた EBPM―

佐々木宏樹

1　�はじめに：農業と環境分野における事前分析 
（ex-ante analyses）について

　農業生産活動が環境に及ぼす影響は正負両面存
在することから，水田の生物多様性のような正の
外部性を一層発揮させつつ，温室効果ガスの排出
削減や河川の富栄養化を防ぐための様々な政策措
置がとられている（荘林・佐々木，2018，167︲
168頁）．ただ，農業環境政策や所得支持政策が
実施あるいは変更された場合に，環境にどのよう
な影響が予測されるのかについて，我が国を対象
に経済学をベースにした事前の政策分析の試みは
OECD （2010）などごく僅かである．農業の環境
影響は地域性が高く，その厳密な影響把握が困難
であることや我が国農政の企画立案過程において
経済分析が果たす役割が大きくないことなどがそ
の理由の一端と考えられる．他方，欧州各国では，
欧州委員会が実施する数理計画法等の手法を用い
た農家レベルの意思決定分析である CAPRI-FT 

（Farm type module within CAPRI: Common Agri-

cultural Policy Regionalized Impact Model）や各国
研究機関独自の農家レベル分析が自然科学者と社
会科学者の連携下で多く実施され，政策立案時の
基礎資料となっている（Ciaian et al., 2013, p. 21）．
　このようなモデル分析は合理的に利潤の最大化
のみを行う農家を前提にしているが，他方，行動
経済学の知見を踏まえ，非金銭的インセンティブ

や近隣農家の影響など多様な要因が農業者の意思
決定に与える影響も OECD加盟国の政策担当者
の間では認識されつつある（OECD, 2012, p. 53︲
58）．利潤のみを合理的に最大化する農家と社会
厚生最大化の枠組みのもとでの農業生産や投入
材，土地利用の水準を数学的に求める上記のモデ
ル分析を補完しつつ，生身の農業者の行動を踏ま
えて政策の企画・立案を行う際には実験的手法が
有効である．そこで本稿では，持続可能な農業の
実現に向けてエビデンスに基づいた政策立案を進
めるために近年先進国でも実施されつつある農業
者・消費者を対象としたフィールド実験を対象に，
近年の農業資源経済学・食料経済学分野における
議論を整理することとする．

2　農業者を対象とした RCT研究の動向

　さて，農業政策の新たな措置や変更によるアウ
トカムへの影響が不明な場合，ランダム化比較試
験（RCT）による事前検証が有効となる．図 1に
政策と環境アウトカムの因果関係の模式図を示し
た．圃場における特定の環境保全型の農法の効果
検証は自然科学的な議論であるが，このような技
術がもたらす環境影響を前提としつつ，政策的な
「介入」の結果，どのように農業者が行動するか
についての分析は社会科学の範疇となることか
ら，学術的融合が重要である．
　RCTで因果関係を分析するには，対照群を設
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